














































































































第一項 2001 年まで‐APB 意見書 17 号-・・・・・・・・・・・・・・・・・・・7
第二項 2001 年から‐FASB 基準書第 142 号‐・・・・・・・・・・・・・・・・・9
第四節 国際会計基準の処理・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・20
第一項 2004 年まで‐IAS 第 22 号「企業結合」‐・・・・・・・・・・・・・・20



















































































































































平成 9 年連結原則の連結調整勘定の償却に係る考え方を踏襲し、20 年以内のその効果の及
ぶ期間にわたって償却することとした（第 32 項参照）。」（企業結合に関する会計基準 第
107 項）


















































第一項 2001 年まで ‐APB 意見書 17 号-





























































第二項 2001 年から‐FASB 基準書第 142 号‐











は、異なる時期にテストすることができる。」（SFAS 第 142 号第 26 項）
このようにのれんの償却を禁止し、原則として年一回の減損テストを行うのみとした。そ
























第 142 号第 94 項）
「当審議会は、提案した減損テストはレポーティング・ユニットののれんの帳簿価額が当該
ユニットののれん総額（取得したものと内部で生成したもの）を越さないことのみを保証し、

























































を認識することが適切であろうと結論づけた。」（SFAS 第 142 号第 146 項）





































































あると結論した。」（SFAS 第 141 号第 152 号）
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れんの一部ではない。」（SFAS 第 141 号第 104 号）
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することにより予測されるシナジー効果-を反映している。当審議会は、第 3及び第 4 の構成





















































第一項 2004 年まで‐IAS 第 22 号「企業結合」‐
まず、1983 年時点の IAS 第 22 号「企業結合」において、のれんについて規則的償却法と











これを受けて、1992 年に E45「企業結合」が公表され、1993 年には IAS22 号が改訂され














いう反証可能な推定がある。」（IAS 第 22 号第 44 項）
「使用される償却方法は、のれんから発生する将来の経済的便益の費消パターンを反映する
ものでなければならない。定額法以外の償却方法がより適切であるという説得力ある証拠が
ない限り、定額法を適用しなければならない。」（IAS 第 22 号第 45 項）
「企業は、のれんが減損しているかどうかを決定するために IAS 第 36 号「資産の減損」を
適用する。」（IAS 第 22 号第 55 項）
すなわち、改訂後の IAS ではのれんの規則的償却と減損処理が求められるようになった。



























ても見つけ出さなければならない。」（IAS 第 22 号第 52 項）

























第二項 2004 年から‐IFRS 第 3 号「企業結合」‐
その後、IFRS 第 3 号「企業結合」が公表され、のれんの資産計上後の会計処理は以下のよ
うに改訂された。
「企業結合で取得したのれんは、償却してはならない。その代りに、IAS 第 36 号「資産の減
23
損」に従って、取得企業は、のれんの減損テストを、毎年（減損の兆候となる事象又は状況
































んについて減損テストを行うことを要求する決定を行った。」（IAS 第 36 号第 162 項）
既に記したように、IFRS 第 3 号が発行されるまで国際会計基準は規則的償却を採用してい
たが、のれんの償却費が必ずしも有用な情報でないことが実例及び研究により明らかになっ






















































































































































































































































4George T. Walker, 1953,『Why Purchased Goodwill Should Be Amortized on a Systematic
































5馬場克三, 1953. 「暖簾の償却について続論」『会計』第 63 巻第 6 号：p82-83


























































































10 清水泰洋. 2003『アメリカの暖簾会計 理論・制度・実務』中央経済社：p53-54



























12 Montgomery, R. H., 1912, 『Auditing Theory and Practice』The Ronald Press
Company：p135，付丹丹訳. 2008. 「1920 年代までの米国における暖簾会計」『商学研究論
集』第 28 号：215-216
13 醍醐聰 2010「企業結合のれんの償却と評価‐繰延税金資産との対比を手掛かりにして‐」































































































































































































































































































































































資産負債 AP → のれんは非償却
収益費用 AP → のれんは償却



























































































の耐用年数は確定できないものとみなさなければならない。」（IAS 第 38 号 第 88 項）
「無形資産の会計処理は、耐用年数を基礎とする。耐用年数を確定できる無形資産は償却















































第二章で記したように、各国の基準においてのれんの耐用年数は 20 年以内、40 年以内と
されていたが、なぜ 20 年、40 年と定めたのかについての具体的な記述はなかった。のれん
の減価要因に関しては、日本基準は時の経過・競争の進展によりのれん価値が下落すること









f. レポーティング・ユニットの重要な資産グループに対する基準書第 121 号のもとでの回
収可能性テスト
g. レポーティング・ユニットの構成部分である子会社の財務諸表における暖簾の減損損失
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